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取組内容 № 取組項目 担当課 頁

1.1 人事評価制度

の活用

人1-1 人事評価制度の適正な運用 総務課

人2-1 職員の能力開発と促進 総務課

人2-2 横断的で柔軟な組織体制の運用 総務課

人2-3 職員提案制度の積極的な活用 総務課

人3-1 昇任試験の導入 総務課

人3-2 定員適正化の推進 総務課

人3-3 職場環境の整備 総務課 3

取組内容 № 取組項目 担当課 頁

協1-1 集落間における交流の推進 総務課

協1-2 自主防災組織リーダーの育成 危機管理室

協1-3 集落の防災士主導による防災訓練等の支援 危機管理室

協1-4 地域おこし協力隊による事業支援 企画振興課

協1-5 町政懇談会の開催 総務課

協1-6 広報、ホームページの充実 情報推進課

協1-7 パブリックコメント制度の推進 情報推進課

協2-1 伝説の森公園管理業務の見直し 企画振興課

協2-2 山の龍宮城管理業務の見直し 企画振興課

協2-3(1) 公園管理業務の検討・見直し(公園施設） 地域整備課

(2) 公園管理業務の検討・見直し(志雄運動公園） 生涯学習課

協2-4(1) 小学校及び保育所の統廃合の推進(保育所） こども家庭室

(2) 小学校及び保育所の統廃合の推進(小学校） 学校教育課

協2-5 文化財施設管理業務の見直し 文化財室

取組内容 № 取組項目 担当課 頁

事1-1 古墳の湯施設の譲渡の検討 企画振興課

事1-2 ケーブルテレビ事業の健全経営に向けた取組の推進 情報推進課

事1-3 下水道事業の健全経営に向けた取組の推進 地域整備課

事2-1 行政評価制度の構築及び導入 総務課

事2-2 選挙事務の見直し 総務課

事2-3 徴収事務の一元化又は業務委託の推進 総務課

事2-4 消防団組織の再編成 危機管理室

事2-5 各課が保有する情報データの集約化と共有化 情報推進課

事2-6 広域による住民情報系システムの共同導入化 情報推進課

事2-7 財政健全化のための繰上償還の実施 財政課 12

3.2 事務事業の整

理合理化と効果的

な推進

10

11

3.1 不採算事業の

抜本的見直し

３　効果的で効率的な事務事業運営による行財政改革の推進　

9

4

2.1 住民協働のま

ちづくり

（1）地域の自発的

取組の支援

1

2

6

7

１　人材育成による行財政改革の推進

1.2 経営的視点、政

策形成能力を持っ

た職員の育成

1.3 多様な人材の

登用と活用
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8

２　協働のまちづくりの視点による行財政改革の推進

5
（2）わかりやすい町

政情報の発信

2.2 施設管理の見

直し
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取組内容 № 取組項目 担当課 頁

事2-8 観光施設等の公衆無線LANの整備促進 企画振興課

事2-9 コミュニティバスの運行業務の見直し 企画振興課

事2-10 窓口業務の統合と民間委託の推進 住民課、税務課、健康福祉課

事2-11 コンビニ交付の実施に向けた取組の推進 住民課

事2-12 町営墓地（奉祖見霊園）の管理方法の検討 住民課

事2-13 申告受付業務の効率化 税務課

事2-14 国民健康保険直営診療所の整理統合 健康福祉課、病院事務局

事2-15 認定こども園の移行を踏まえた保育所運営の見直し こども家庭室

事2-16 町単土地改良事業の見直し 農林水産課

事2-17 ふるさと農道整備事業の調査・検討 農林水産課

事2-18 学校給食事業の入札制度導入の検討 学校教育課

事2-19 志雄病院新改革プランの推進 病院事務局

事3-1(1) 町税等滞納整理の強化（ケーブルテレビ利用料） 情報推進課

(2) 町税等滞納整理の強化（町税・国民健康保険税） 税務課

(3) 町税等滞納整理の強化（介護保険料） 健康福祉課

(4) 町税等滞納整理の強化（後期高齢者医療保険料） 健康福祉課

(5) 町税等滞納整理の強化（保育料・放課後児童クラブ負担金） こども家庭室

(6) 町税等滞納整理の強化（町営住宅使用料） 地域整備課

(7) 町税等滞納整理の強化（水道料金） 地域整備課

(8) 町税等滞納整理の強化（下水道料金） 地域整備課

(9) 町税等滞納整理の強化（給食負担金） 学校教育課

(10) 町税等滞納整理の強化（診療報酬費） 病院事務局

事3-2 ふるさと納税の推進 企画振興課

事3-3 町有バスの有料広告の推進 企画振興課

事3-4 広報誌、ホームページの有料広告の推進 情報推進課

事3-5 封筒の有料広告の推進 関係課

事3-6 自動販売機設置に係る入札制度の導入 財政課

事3-7 町財産の減免貸付・無料貸与の整理・見直し等 財政課

事3-8 利用目的のない未利用地の売却 財政課

事3-9 効果的な資金運用の促進 会計課

事4-1 自衛隊父兄会助成金 総務課

事4-2 消防施設整備事業助成金 危機管理室

事4-3 デマンドタクシー運行事業補助金 企画振興課

事4-4 コミュニティ施設整備事業費補助金 企画振興課

事4-5 シルバー人材センター運営事業費補助金 企画振興課

事4-6 防火管理講習助成金 企画振興課

事4-7 社会福祉協議会運営事業費補助金 健康福祉課

事4-8 人間ドック助成金 健康福祉課

事4-9 土地改良施設維持管理補助金 農林水産課

事4-10 有害鳥獣対策事業費補助金 農林水産課

事4-11 イノシシ捕獲奨励金 農林水産課

3.4 補助金、使用

料、委員報酬等の

見直し

（1）補助金・助成金

の整理合理化

12

13

22

16

15

14

21

23

25

24

17

18

19

20

3.3 自主財源の確

保
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取組内容 № 取組項目 担当課 頁

事4-12 狩猟免許取得助成金 農林水産課

事4-13 区道整備等補助金 地域整備課

事4-14 北信越大会等補助金 学校教育課

事4-15 各種団体等補助金・助成金 関係課

事4-16 その他の事業補助金 関係課

事4-17 志雄農村環境改善センター使用料の見直し 総務課

事4-18 駅駐車場使用料の徴収 企画振興課

事4-19 押水農村環境改善センター使用料の見直し 農林水産課

事4-20 町民センター（アステラス）使用料の見直し 健康福祉課

事4-21 公営住宅駐車場使用料の徴収 地域整備課

事4-22 学校施設使用料の見直し 学校教育課

事4-23 生涯学習センター（さくらドーム21）使用料の見直し 生涯学習課

事4-24 体育施設使用料の見直し 生涯学習課

事4-25 文化財施設使用料の見直し 文化財室

事4-26 各種委員の定員、報酬及び組織構成の見直し 関係課

事4-27 行政委員会委員報酬等の見直し 関係課

事4-28 ごみ袋料金の見直し 住民課

事4-29 がん検診の個人負担金の見直し 健康福祉課

事4-30 特定検診の個人負担金の見直し 健康福祉課

事4-31 高齢者予防接種の個人負担金の見直し 健康福祉課

事4-32 保育料の見直し こども家庭室

事4-33 放課後児童クラブ負担金の見直し こども家庭室

事4-34 水道料金の適正化 地域整備課

事4-35 下水道料金の適正化 地域整備課

事4-36 学校給食負担金の見直し 学校教育課 34

（4）負担金等の見

直し

（3）委員の定員、報

酬および組織構成

の見直し

28

26

27

32

33

29

30

31

（2）受益者負担の

適正化
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１　人材育成による行財政改革の推進

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

実施率

（％）

100 100 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

人

2-2

横断的で柔軟な組織体制の

運用

　地方分権の進展、社会情勢の変化に柔軟に対応するとともに、簡

素で効率的、また、町民の視点からわかりやすい組織・機構を構築

するため、必要に応じ見直しを図る。また、多様化・高度化する町

民ニーズに的確に対応していくため、横断的に組織するプロジェク

トチームや副町長を中心とした幹事課長からなる経営戦略会議を設

置し課題対策や政策の立案等を行う組織体制を整備する。

総務課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

研修受講者

増加率(%)

5 10 15 20 25

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

平成30年度

100

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

人

2-1

職員の能力開発と促進

　今後も厳しい行財政環境に柔軟かつ迅速に対応できる人材育成及

び個人のやる気、やりがいを支援するための研修を企画開発してい

く必要があり、地方分権時代に相応しい、主体的で、創造性を発揮

した行政運営に向けた人材育成を図る。

総務課 平成28年度

取組項目（関連事務事業）

平成28年度

◎

取組内容／方針／最終目標など

平成32年度平成29年度

　地方分権の推進や職員数の減少に伴い、職員一人ひとりにより高

いレベルの能力が求められることから、人材育成の手段の一つとし

て人事評価制度の運用を図るとともに、人事評価結果を職員の能力

開発や人事配置に活用する。また、評価者研修の実施等により、人

事評価制度の運用の向上を図る。

人

1-1

人事評価制度の適正な運用

総務課

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

平成31年度

100 100 100 100

実施率

（％）

1.1 人事評価制度の活用人事評価制度の活用人事評価制度の活用人事評価制度の活用

1.2 経営的視点、政策形成能力を持った職員の育成経営的視点、政策形成能力を持った職員の育成経営的視点、政策形成能力を持った職員の育成経営的視点、政策形成能力を持った職員の育成

1



№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標 212

職員数

（人）

229 228 217 218

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎ ○

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

人

3-2

定員適正化の推進

　定員適正化計画については5年ごとに見直しを行うとともに、この

計画に基づく職員配置とするため事業及び組織の見直し、民間委託

の推進等により、引き続き職員数の抑制に務める。また、社会経済

の動向、町民ニーズの変化等、新たな行政需要の対応のほかワー

ク・ライフ・バランスを重視した適切な職員配置を行う。

（H27：232人）

総務課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

整備率

（％）

80 100 100 100 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

○ ◎

人

3-1

昇任試験の導入

　厳しい行財政環境の中で、職務を通じて町の発展に寄与する優れ

た人材を育成するとともに、職員の昇任に際して、その意欲と公正

な能力評価をするため、考査を実施する。

総務課 平成28年度

提案率

（％）

80 100 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△

○

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

人

2-3

職員提案制度の積極的な活

用

　職員提案について、個人・グループを問わず積極的に提案しても

らうため、強化月間を設けるほか、職員の改革・改善意欲を引き出

すため、提案のための研修費用を負担するなど制度化を図る。

総務課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

1.3 多様な人材の登用と活用多様な人材の登用と活用多様な人材の登用と活用多様な人材の登用と活用

2



№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

実施率

（％）

80 100 100 100 100

平成32年度

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

人

3-3

職場環境の整備

　職員一人ひとりが自らのもつ能力や個性を十分に発揮し、活躍す

るためには、心身ともに健康であることが重要である。このため、

衛生委員会を定期的に開催し職場環境や健康に関する問題を協議す

るほか長時間勤務者がいる場合は、監督者に状況改善を指導してい

く。また、メンタルヘルスケアの取組としてストレスチェックによ

る早期発見・予防に努めることとし、メンタル疾患による休職者に

対する復帰支援のための復帰支援プログラムの作成に取り組む。

総務課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

△

□

○

◎

3



２　協働のまちづくりの視点による行財政改革の推進

　（１） 地域の自発的取組の支援

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標 37

自主防災訓

練実施地区

数

13 19 25 31

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

○ ◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

協

1-3

集落の防災士主導による防

災訓練等の支援

　防災士を育成し、５２集落を３７地区に区分し、集落による自主

的な防災訓練等の実施を働きかける。（H27現在8地区）

危機管理室 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

95

防災士の育

成数

55 65 75 85

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

協

1-2

自主防災組織リーダーの育

成

　自主防災組織リーダーとしての防災士の育成につとめ、町内で防

災士を育成し、地域の実情に応じた防災組織の立ち上げを働きかけ

る。

（H27現在 45人）

危機管理室 平成28年度 平成29年度 平成30年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

実施率

（％）

△ □ ○ ◎

100

平成29年度 平成30年度 平成31年度

平成31年度

平成32年度

100

協

1-1

集落間における交流の推進

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

30 50 80

　少子高齢化が進み人手が不足している集落を対象とし、町民と行

政の協働のもとに、地域の実情に対応した集落の維持・活性化に必

要な対策を推進していくことで、複数集落の連携体制づくりや祭

礼・伝統文化等の継承を図る。

総務課 平成28年度

2.1 住民協働のまちづくり住民協働のまちづくり住民協働のまちづくり住民協働のまちづくり
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№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

　（２） わかりやすい町政情報の発信

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

目標

(広報紙)

目標(ホー

ムページ)

50,000

入込客数

（人）

20,000 25,000 30,000 40,000

1

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

協

1－4

地域おこし協力隊による事

業支援

　総務省の「地域おこし協力隊」制度を活用し、ご当地グルメ「オ

ムライス」による地域活性化を図る事業。交流人口の増加を図る。

企画振興課 平成28度 平成29度 平成30度 平成31度

300/年

成果

(活動)

指標

更新件数・回数

1

230/年 250/年 270/年 290/年

◎

1 1 1

協

1-6

広報、ホームページの充実

　広報・ホームページ委員会を活用し、情報の共有化、情報発信の

多様化について各課との連携を図るとともに情報量の増加と探しや

すさの両立を目指す。また、住民ニーズの高い情報の提供、掲載に

努める。

情報推進課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

実施率

（％）

100 100 100 100

取組内容／方針／最終目標など

協

1-5

町政懇談会の開催

　新規の大型事業や計画のほか施設の統廃合等について、住民の理

解を得るとともに、住民の声を町政に活かすことで、町民と行政と

の協働による町づくりを推進する。

対象：集落、地域（校下等）、各種団体等

総務課 平成28年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

100

平成29年度 平成32年度平成30年度 平成31年度

取組項目（関連事務事業）
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№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

実施率

（％）

0 0 50 80 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△ □ ○ ◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

協

2-1

伝説の森公園管理業務の見

直し

　伝説の森公園（モーゼーパーク）内の維持管理を、業務委託して

いるが、民間で受けてもらえる業者がいるのかも含め、平成３２年

度までに指定管理するよう目指す。（伝説の森公園内の敷地は、町

と賃貸借契約している）

企画振興課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

80 80 90 90

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△ □ ○ ◎

実施率

（％）

80

実施率

（％）

0 0 50 80

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

協

1-7

パブリックコメント制度の

推進

　町の施策形成過程等に住民参画の機会を設け、住民への説明責任

と行政情報の透明性を図るため、制度の推進を図る。

情報推進課 平成28年度

100

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

協

2-2

山の龍宮城管理業務の見直

し

　山の龍宮城管理業務は、民間で受けてもらえる業者がいるのかも

含め、平成３２年度までに指定管理を目指す。

企画振興課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

2.2 施設管理の見直し施設管理の見直し施設管理の見直し施設管理の見直し
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№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

実施率

（％）

50 80 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△

□

○ ◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

協

2－4

(1)

小学校及び保育所の統廃合

の推進（保育所）

　出生数の減少により保育の質の劣化が見込まれている。まとまっ

た児童数を確保し保育の質を維持するため、統廃合を進めていく。

こども家庭室 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実施率

（％）

50 50 80 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△

□

○ ◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

協

2－3

(2)

公園管理業務の検討・見直

し（志雄運動公園）

　志雄運動公園の施設管理において、指定管理者制度の活用を検討

し適正な管理を図る。

生涯学習課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実施率

（％）

50 100 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△

□

〇

◎

　   

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

協

2－3

(1)

公園管理業務の検討・見直

し（公園施設）

　公園施設の管理形態等を勘案した上で、指定管理者制度の導入を

検討する。

地域整備課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標実施数 0 0 1 0 2

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△ □ ○ ◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

協

2-5

文化財施設管理業務の見直

し

　喜多家・岡部家の維持管理だけではなく、公開活用に民間企業の

ノウハウに基づく交流人口の拡大を目的に、文化財施設「喜多家」

「岡部家」の町所有施設について指定管理を実施する。

文化財室 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実施率

（％）

50 80 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△

□

○ ◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

協

2－4

(2)

小学校及び保育所の統廃合

の推進（小学校）

　子供たちにとって必要なのは豊かな学力とよりよい人間関係を構

築する能力であるが、これを育てていくためには一定の規模の学校

が必要となる。今後、児童数の減少が年々進むことから教育環境を

充実させるため、統配合を進めていく。

学校教育課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標 10

実施率

（％）

10 10 10 10

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△ □

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

1-3

下水道事業の健全経営に向

けた取組の推進

　人口動態を勘案しつつ、整備計画に基づき、効率的運用のため下

水道処理施設の統廃合（4か所から1か所へ）を平成38年から平成

44年にかけて実施する。その他の処理施設についても費用対効果を

勘案して検討する。

地域整備課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

100

実施率

（％）

20 50 80 90

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△

□

○

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

1-1

古墳の湯施設の譲渡の検討

　古墳の湯は、平成31年度までの5年間を新業者に指定管理してい

るが、この期間中に譲渡を検討する。

企画振興課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

100

実施率

（％）

50 80 100 100

平成31年度 平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△

□

○

◎

３　効果的で効率的な事務事業運営による行財政改革の推進

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

1-2

ケーブルテレビ事業の健全

経営に向けた取組の推進

　一般会計からの多額の繰出しにより事業運営を行っていることか

ら、今後の事業の在り方について専門的な調査を行うなど、存続・

廃止を含めた経営の抜本的見直しを行う。

情報推進課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

3.1 不採算事業の抜本的見直し不採算事業の抜本的見直し不採算事業の抜本的見直し不採算事業の抜本的見直し
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№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

2-3

徴収事務の一元化又は業務

委託の推進

　徴収事務の一元化又は民間委託については、先進地視察等調査研

究を行い、当町にあった体制作りを検討する。

総務課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実施率

（％）

0 80 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△

□

○

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

2-2

選挙事務の見直し

　公平性の確立、選挙実施経費の削減、選挙に係る人員の削減を図

るため、一律に投票所の設置基準を設けるなど、人口の減少に伴い

選挙投票区の統廃合を行うほか選挙人名簿対象についてはシステム

化を検討する。

総務課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実施率

（％）

0 50 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

□ ○ ◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

2-1

行政評価制度の構築及び導

入

　事務事業の遂行において、計画、実行、評価、改善までのPDCA

マネジメントサイクルを確立することにより、その効果や効率性の

観点から、廃止、縮小、統合などの見直しを行い、予算編成等に反

映する。システム導入に関しては、費用負担が大きいことから自前

で様式を作成し、まずは新規事業・主要施策に関する事業から取り

組む。

総務課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△ □ ○ ◎

整備率

（％）

0 50 80 100 100

3.2 事務事業の整理合理化と効果的な推進事務事業の整理合理化と効果的な推進事務事業の整理合理化と効果的な推進事務事業の整理合理化と効果的な推進
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№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

統合（削

減）された

分団数

0 1 0 0 2

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△

□

○ ◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

2-4

消防団組織の再編成

　効率的な運営と団員定数を確保するため、分団の再編統合（6分団

→4分団）を行う。これに伴い、消防ポンプ自動車の更新を取りやめ

るとともに、効率的な分団の配置を考慮し、詰所及び車庫を整備す

る。

危機管理室 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

2-5

各課が保有する情報データ

の集約化と共有化

　各課が保有する公開可能な情報データを把握・検討し、町の基本

情報等の集約化を図る。情報の共有化を推進する意義を踏まえ、こ

れらの情報を活用していく。

情報推進課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

○ ◎

項目数 5 7 10 12 15

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

2-6

広域による住民情報系シス

テムの共同導入化

　住民情報系システムの更新時期に合わせ、羽咋市、志賀町との1市

2町での住民情報系サーバの共同導入により、事務事業の合理化、経

費の削減を図る。

情報推進課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

○ ◎

実施率

（％）

50 100 100 100 100
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№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

繰上償還額

（千円）

160,000 60,000 30,000 30,000 30,000

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

2-7

財政健全化のための繰上償

還の実施

　さらなる財政健全化の推進のため、積極的な繰上償還を実施し、

実質公債費比率の改善、公債費負担の縮減を図る。

財政課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

2-8

観 光 施 設 等 の 公 衆 無 線

LANの整備促進

　公共の観光施設（山の龍宮城、岡部家、喜多家等）を対象に、公

衆無線LANを整備を図る。

企画振興課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△ □ ○ ◎

整備数 0 0 1 2 3

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

2-9

コミュニティバスの運行業

務の見直し

　既存町有資産の有効活用及びデマンドタクシーだけでは補完することが出

来ない利用者ニーズに対応するため、スクールバスの空き時間を活用したコ

ミュニティバスを運行している。運行内容については、利用者ニーズや利用

実態等を正確に把握することにより、停留所の削減や運行コース、運行便数

等の見直しを毎年行い、効果的で効率的な運行を図る。

企画振興課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

見直し回数 1 1 1 1 1

12



№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

実施率

（％）

50 80 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△

□

○ ◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

2-10

窓口業務の統合と民間委託

の推進

　窓口センターの統合や民間委託を行うことで職員削減や民間ノウ

ハウを活かした住民サービスの向上を検討する。

住民課、税務課、健康福祉課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

2-11

コンビニ交付の実施に向け

た取組の推進

　住民票や戸籍証明などのコンビニ交付を実施することで住民サー

ビスの向上と個人番号カードの普及を促進する。

住民課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

□ ○ ◎

個人番号

カード交付

（枚）

1,000 2,000 3,000 4,000 5,000

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

2-12

町営墓地（奉祖見霊園）の

管理方法の検討

　墓地公園の維持管理について407区画利用者から管理費の徴収を

行う。

住民課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△

□

○

◎

実施率

（％）

80 100 100 100 100
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№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

実施率（％） 50 100 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△

□

○

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

2-14

国民健康保険直営診療所の

整理統合

　整理統合による医療環境の向上等を図るため、新志雄病院が完成

する平成29年度を目途として、志雄病院と統合する。

健康福祉課、病院

事務局

平成28度 平成29度 平成30度 平成31度

認定こども園

に移行保育

所数

0 2 2 2 2

事

2－15

認定こども園への移行を踏

まえた保育所運営の見直し

　認定こども園は保育所とは違い保護者が働いていなくても児童（1

号認定）を預けることができる。本町には公立保育所しかないため

に1号認定児童は町外の幼稚園や認定こども園に入所しており、管外

保育料金の増額傾向の一因になっている。保護者の事情に左右され

ずに子供を預かることができて保護者の利便性が向上、及び管外保

育料金の減額につながるので、保育所の認定こども園移行を目指

す。

こども家庭室 平成28度 平成29度 平成30度 平成31度 平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

△

□

○

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

2-13

申告受付業務の効率化

　職員数減に伴い、平成２７年分確定申告は、押水会場2週間、志雄

会場2週間で分割実施を試行する。

平成２８以降は、業務の効率化、住民サービスを踏まえ検討してい

く。

税務課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

○ ○ ◎

実施率

（％）

80 80 100 100 100
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№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

2-16

町単土地改良事業の見直し

　必要性や効果等を検証し、多面的機能支払交付金事業、県等の補

助事業の活用等を検討し、町単土地改良事業の見直しを図る。

農林水産課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

1 0

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△

□

○ ◎

事

2-17

ふるさと農道整備事業の調

査・検討

　相続等の問題により難航する用地交渉を引き続き行うと同時に、

厳しい財政状況の中、必要性、費用対効果等の調査・検討を行う。

農林水産課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実施率

（％）

50 80 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△

□

○ ◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

2－18

学校給食事業の入札制度導

入の検討

　自校式（小学校５校、中学校1校）で運営しているが、小学校の統

廃合に合わせて、入札の導入を検討する。

学校教育課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実施率

（％）

100 100 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

町単事業数

（件）

2 2 1
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№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

現年分

滞納分

№

担当

取組

内容

現年分

滞納分

実施率

（％）

100 100 100 100 100

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

2-19

志雄病院新改革プランの推

進

　地域の基幹病院として必要とされる医療体制を継続して提供する

ため、志雄病院新改革プランを策定し、医療機能の向上と経営の効

率化を図り、安定した病院経営を目指す。

病院事務局 平成28年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

35.00 40.00 45.00 50.00 55.00

事

3-1

(1)

町税等滞納整理の強化

（ケーブルテレビ利用料）

　電話、文書、定期的かつ早期の臨戸訪問等による催促をはじめ、

視聴停止を見据えた納付指導を行い、滞納整理の強化を図る。ま

た、徴収業務委託先の金沢ケーブルネット㈱の民間業務のノウハウ

も活用し、収納率９９．８％を目指す。

情報推進課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

◎

成果

(活動)

指標

徴収率

（％）

99.55 99.60 99.65 99.70 99.80

29.67

98.00成果

(活動)

指標 17.94 20.87 23.81 26.74

徴収率

（％）

97.96 97.97 97.98 97.99

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

3-1

(2)

町税等滞納整理の強化

（町税・国民健康保険税）

　平成２６年度から中能登地区地方税滞納整理機構に職員を派遣し

ており、町県民税を中心に滞納整理を行っている。

また、そのノウハウを町税等の滞納整理強化につなげていく。

税務課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

3.3 自主財源の確保自主財源の確保自主財源の確保自主財源の確保
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№

担当

取組

内容

現年分

滞納分

№

担当

取組

内容

現年分

滞納分

№

担当

取組

内容

現年分

滞納分 95.00

成果

(活動)

指標 61.00 72.00 80.00 87.00

100.00

事

3-1

(5)

町税等滞納整理の強化

（保育料・放課後児童クラ

ブ負担金）

　保育料及び放課後児童クラブ負担金に滞納が生じたときは、速や

かに徴収を行う。速やかな徴収が無理のときは誓約書を取り、分割

にて計画的に徴収することにより、着実に滞納額を削減し平成２７

年度末滞納額（見込額760千円）に対する徴収率向上を目指す。

こども家庭室 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

100.00

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

◎

100.00

成果

(活動)

指標 100.00 100.00 100.00 100.00

◎

徴収率

（％）

100.00 100.00

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

3-1

(4)

町税等滞納整理の強化

（後期高齢者医療保険料）

　後期高齢者医療保険料普通徴収に係る徴収率の向上のため

　・後期高齢者医療保険料以外にも滞納がある場合は、関係課との

連携を図る。

　・一括納付が困難な滞納者に対しては分割納付の対応を行う。

　・口座振替を促進する。

等を実施する。

健康福祉課 平成28年度 平成29年度 平成31年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

成果

(活動)

指標

徴収率

（％）

100.00 100.00 100.00

18.00 18.50 19.00

100.00 100.00

平成30年度

20.00

100.00

平成32年度

◎

19.50

事

3-1

(3)

町税等滞納整理の強化

（介護保険料）

　介護保険料普通徴収に係る徴収率の向上のため

　・介護保険料以外にも滞納がある場合は、関係課との連携を図

る。

　・一括納付が困難な滞納者に対しては分割納付の対応を行う。

　・口座振替を促進する。

等を実施し、現年分で収納率92％　滞納分収納率20％を目指す。

健康福祉課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

徴収率

（％）

91.00 91.50 91.50 92.00 92.00

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など
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№

担当

取組

内容

現年分

滞納分

№

担当

取組

内容

現年分

滞納分

№

担当

取組

内容

現年分

滞納分

成果

(活動)

指標 32.80 32.80 32.90 32.90 32.90

徴収率

（％）

97.80 97.80 97.90

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

3-1

(8)

町税等滞納整理の強化

（下水道料金）

　下水道使用料の徴収率向上を図るため、文書、電話、臨戸訪問等

による納付指導を行い徴収率の向上を目指す。

地域整備課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

成果

(活動)

指標 22.60 22.60 22.70 22.70 22.70

平成30年度 平成31年度 平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

98.90

9.00

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

3-1

(7)

町税等滞納整理の強化

（水道料金）

　水道料金の徴収率向上を図るため、文書、電話、臨戸訪問等によ

る納付指導を行い徴収率の向上を目指す。

　また、悪質な滞納者に対しては、給水停止の措置を講じる。

地域整備課 平成28年度 平成29年度

成果

(活動)

指標 8.80 8.80 8.90 8.90

98.80

事

3-1

(6)

町税等滞納整理の強化

（町営住宅使用料）

　町営住宅使用料の徴収率向上を図るため、文書、電話、臨戸訪問

等による納付指導を行い徴収率の向上を目指す。

地域整備課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

◎

97.90 98.00

98.90 99.00

徴収率

（％）

98.80 98.80 98.90 98.90 99.00

徴収率

（％）

98.80
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№

担当

取組

内容

現年分

滞納分

№

担当

取組

内容

現年分

滞納分

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

納税数

（件）

340 345 350 355 360

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

3-2

ふるさと納税の推進

　プロモーション、受付、特典品発注・配送の業務の一括代行を導

入し、平成27年12月から特典品を追加した。寄付金は郵便振替に

加えて、クレジット、コンビニ収納を可能とすることで、寄付者の

利便性を高めた。

企画振興課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

成果

(活動)

指標 8.00 8.10

平成30年度 平成31年度

8.20 8.30

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

事

3-1

(10)

町税等滞納整理の強化

（診療報酬費）

　病院未収金のの徴収率向上を図るため、文書、電話、臨戸訪問等

による納付指導を行い徴収率の向上を目指す。

病院事務局 平成28年度 平成29年度

徴収率

（％）

100.00 100.00 100.00

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

100.00 100.00成果

(活動)

指標 50.00 100.00 100.00 100.00 100.00

事

3-1

(9)

町税等滞納整理の強化

（給食負担金）

　給食費等の滞納処理に対するマニュアル等を作成するほか臨戸訪

問を行い、徴収率の向上を目指す。

学校教育課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

徴収率

（％）

99.95 99.96 99.97 99.98 99.99

8.40

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

◎
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№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

広告数

（件）

0 0 6 9 11

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△ □ ◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

3-3

町有バスの有料広告の推進

　自主財源の確保を図るため、町直営の貸切バス３台とスクールバ

ス８台について広告スペースを設けることにより、広告料収入の拡

大を図る。

企画振興課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

広告件数

（件）

7 9 11 14 15

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

3-4

広報誌、ホームページの有

料広告の推進

　新たな自主財源を確保することで、住民サービスを充実する。ま

た、広告掲載によって、地域経済の活性化を図るなどの目的によ

り、有料広告(事業)を推進する。

情報推進課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

広告数

（件）

0 6 13 13 13

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

○ ◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

3-5

封筒の有料広告の推進

　町が使用している一般封筒に民間企業などの広告を掲載すること

により新たな自主財源を確保し、町民サービスの向上、地域経済の

活性化及び行政コストの削減等を図るため、封筒の有料広告事業を

行う。（長形3号、窓空き（4種類）はそれぞれ2広告、角形2号は3

広告）

関係課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

未利用地の

売却件数(件)

0 0 2 4 6

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△

□

□

○

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

3-8

利用目的のない未利用地の

売却

　未利用地の現状把握を行い、他目的への転用や売却による有効活

用を積極的に推進する。

財政課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

減免から有償貸

付への変更数又

は売却実施件数

(件)

0 5 10 15 20

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△

□

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

3-7

町財産の減免貸付・無料貸

与の整理・見直し等

　各町有財産ごとの減免基準の調査・分析を行った上で、貸付料及

び使用料の減免制度を見直し、減免適用の範囲を明確にするととも

に、有償貸付地や法定外公共物の売却推進も図る。

財政課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実施率

（％）

50 80 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△

△

□

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

3-6

自動販売機設置に係る入札

制度の導入

　行政財産の目的外使用許可として取り扱っていた自動販売機の設

置について、入札制度を実施し、事業者を選定する。行政財産の貸

付契約で実施することにより、より安定した歳入確保を図る。

財政課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

　（１） 補助金・助成金の整理合理化

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

実施率

（％）

40 100 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

○ ◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-2

消防施設整備事業助成金

　集落要望に基づき、ホース格納箱、ホース、管鎗、Ｔ型ハンド

ル、スタンドパイプの購入費を助成しているが、今後は予算の限度

額を設けて実施する。（助成対象経費の１/２、上限１０万円）

危機管理室 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実施率

（％）

100 100 100 100 100

平成31年度 平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-1

自衛隊父兄会助成金 　経費負担のあり方について見直しを行う。

総務課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

実施率

（％）

100 100 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

3-9

効果的な資金運用の促進

　長期的な基金運用を行なうため、国債での運用比率を高めるとと

もに、新たな入札制度導入等の効率的な運用を検討することで、

資金運用額の増額を目指す。

会計課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

3.4 補助金、使用料、委員報酬等の見直し補助金、使用料、委員報酬等の見直し補助金、使用料、委員報酬等の見直し補助金、使用料、委員報酬等の見直し
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№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

削減率

（％）

0 0 5 5 10

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△

□

○

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-5

シルバー人材センター運営

事業費補助金

　シルバー人材センター運営費事業補助金の内容を精査し、平成３

０年度と平成３２年度に補助金を一部削減することを目指す。

（町の補助金は、国からの補助金と同額以上交付しなければならな

い。）

企画振興課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

見直し回数 0 0 1 0 0

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△ □

○

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-4

コミュニティ施設整備事業

費補助金

　健全なコミュニティの育成を図るため、町内各集落における集会所等の整

備に対し、戸数に応じた補助率により補助金を交付しているが、近年、小規

模集落の増加や高齢化等による地元負担金が課題となっている。そのため、

現制度移行から10年後となる平成32年度を目途に、これまでの課題を整理

し、補助率や対象経費の見直しを定期的に行い、財政負担と地元負担それぞ

れの適正化を図る。また、年間予算限度額を設ける。

企画振興課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

○

◎

見直し回数 0 0 0 0 1

事

4-3

デマンドタクシー運行事業

補助金

　デマンドタクシーは、交通空白地帯を作ることなく町内全域を幅

広く網羅することが出来る貴重な交通機関として存在しており、今

後とも適切な運行体系の維持確保に努めるため、利用者ニーズ等を

継続的に調査し、運行便数や運行日、運行区域等について、定期的

に見直しを行い、効果的で効率的な運行を図る。

企画振興課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

△

□
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№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

実施率（％） 25 50 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△

□

○

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-7

社会福祉協議会運営事業費

補助金

　社協の経営、社協本来の事務事業を明確にしたうえで、内容を精

査し補助基準を設け、運営費補助金の抜本的な見直しを行う。

健康福祉課 平成28度 平成29度 平成30度 平成31度

医療機関数 制限なし 3 3 3 3

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△

□

○

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-8

人間ドック助成金 　人間ドッグの受診対象医療機関の見直しを図る。

健康福祉課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

選任済み

集落数

10 10 10 50 50

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-6

防火管理講習助成金

　町内各集落の集会所等における防火管理者について、各集落から防火管理

者を選任してもらうため、講習費用を全額助成しているが、全集落が選任済

みとなっていないことから、消防署と連携を図り、早期受講、早期選任を促

し、早い段階で全集落が選任済みとなるよう努め、平成30年度を目途に助

成金の廃止を検討する。

企画振興課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

削減率

（％）

60 60 70 70 80

平成31年度 平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-11

イノシシ捕獲奨励金

　拡大するイノシシ被害対策のため捕獲に係る奨励金を交付する。

厳しい財政状況の中、効果の検証、国の奨励金及び他自治体の取組

状況等を調査・検討し予算の範囲内で対応するなど奨励金額の基準

の見直しを図る。

農林水産課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

削減率

（％）

85 85 85 85 85

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-10

有害鳥獣対策事業費補助金

　国の補助事業の積極的な活用を図るが、拡大するイノシシ被害対

策のため、国の補助事業を活用できない場合等は予算の範囲内で引

き続き事業を継続する。

農林水産課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実施率

（％）

10 10 50 80 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△ □ ○ ◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-9

土地改良施設維持管理補助

金

　土地改良施設の維持管理のため、国・県の補助金を活用した補助

金であるが、計画的な事業実施を促し、補助基準の見直しを検討す

る。

農林水産課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

実施率

（％）

80 100 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△

□

○

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-14

北信越大会等補助金 　補助基準の見直しを行い、整理を図る。

学校教育課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実施率

（％）

100 100 100 100 100

平成31年度 平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-13

区道整備等補助金

　平成22年度に補助金交付要綱を制定後、地元要望に基づき10箇

所で整備を実施しており地域に根付いた制度である。

　町道として認定できない道路の安全かつ快適な通行を図るもので

あるが、今後は予算の限度額を設けて実施する。

地域整備課 平成28年度 平成29年度 平成30年度

削減率

（％）

16 16 20 20 30

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-12

狩猟免許取得助成金

　拡大するイノシシ被害対策のため、全被害集落での狩猟免許取得

者を確保し、体制整備による被害対策を図るものであるが、今後は

予算の範囲内で対応する。

農林水産課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

　（２） 受益者負担の適正化

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

実施率

（％）

100 100 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-17

志雄農村環境改善センター

使用料の見直し

　受益者負担の適正化の観点から、施設使用料見直しを図ってい

く。

総務課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

削減率

（％）

100 100 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-16

その他の事業補助金

　補助金等に関する基本方針に基づき、当初の目的が達成された事

業及び事業が終了したものについては、補助を打ち切るものとす

る。

関係課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

削減率

（％）

10 10 20 20 30

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-15

各種団体等補助金・助成金

　行政の責任分野、交付団体の設立目的、活動内容、費用対効果、

経費負担のあり方について見直しを行い、補助金等に関する基本方

針に基づき整理合理化を図る。

関係課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

実施率

（％）

100 100 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-19

押水農村環境改善センター

使用料の見直し

　押水農村環境改善センター・産業センターは、指定管理者による

業務委託を行い管理している。受益者負担の原則から施設使用料に

ついて有料化を図る。また、社会情勢等の変化に応じて、適宜見直

しを行っていく。

農林水産課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実施率

（％）

100 100 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-18

駅駐車場使用料の徴収

　受益者負担の適正化の観点からH28年度から使用料を徴収する。

ただし、免田駅の一部駐車場はJR西日本からの無償貸与されてお

り、協議の結果によっては一部導入を見送るなどの可能性がある。

企画振興課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実施率

（％）

100 100 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-20

町民センター（アステラ

ス）使用料の見直し

　町民センターの使用について使用料に関する規定を設け、施設を

利用する人と利用しない人の均衡に配慮し、受益と負担の公平性を

確保する。適正な料金設定により行政コストの削減に努める。

健康福祉課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

実施率

（％）

100 100 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎     

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-21

公営住宅駐車場使用料の徴

収

　駐車場が整備されている団地において、駐車場利用者に対し利用

の公平性を確保するため適正な受益者負担を平成28年度から求め

る。

地域整備課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実施率

（％）

100 100 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-23

生涯学習センター（さくら

ドーム21）使用料の見直

し

　受益者負担の原則に基づき、施設使用料について有料化を図る。

また、社会情勢等の変化に応じて、適宜見直しを行っていく。

生涯学習課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実施率

（％）

100 100 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-22

学校施設使用料の見直し

　受益者負担の原則に基づき、施設使用料について有料化を図る。

また、社会情勢等の変化に応じて、適宜見直しを行っていく。

学校教育課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

　（３） 委員の定員、報酬および組織構成の見直し

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

実施率

（％）

100 100 100 100

平成32年度

100

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-26

各種委員の定員、報酬及び

組織構成の見直し

　各種委員会の定員定数、組織構成が適正なのか、また、日額の報

酬の場合についてもその拘束時間等の実態に合わせ半日当制の導入

を図る。

（32委員会）

関係課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実施率

（％）

100 100 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-25

文化財施設使用料の見直し

　受益者負担の原則に基づき、施設使用料について有料化を図る。

また、社会情勢等の変化に応じて、適宜見直しを行っていく。

文化財室 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実施率

（％）

100 100 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-24

体育施設使用料の見直し

　受益者負担の原則に基づき、施設使用料について有料化を図る。

また、社会情勢等の変化に応じて、適宜見直しを行っていく。

生涯学習課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

　（４） 負担金等の見直し

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

実施率

（％）

80 100 50 80 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△

□

○

◎

△

□

○ ◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-29

がん検診の個人負担金の見

直し

　がん検診の個人負担金について、2割程度から３割程度とする負担

金の見直しを行う。また、見直しは3年ごとに行い負担金改定を検討

する。

健康福祉課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実施率

（％）

80 100 50 80 100

平成30年度 平成31年度 平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

□

○

◎

△

□

○ ◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

取組項目（関連事務事業）

事

4-28

ごみ袋料金の見直し 　指定ごみ袋料金の見直しを3年ごとに行い料金改定を検討する。

住民課 平成28年度 平成29年度

取組内容／方針／最終目標など

平成30年度 平成31年度 平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

実施率

（％）

80 100 100

事

4-27

行政委員会委員報酬等の見

直し

　各種委員会の定員定数、組織構成が適正なのか、また、報酬につ

いては、月額報酬の場合単価の見直しを行うものとし、日額の場合

についてもその拘束時間等の実態に合わせ半日当制の導入を図る。

（監査委員、選挙管理委員会、教育委員会、農業委員会、固定資産

評価委員会）

関係課 平成28年度 平成29年度

100 100

○ ◎
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№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

実施率

（％）

50 80 100 50 80

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△

□

○ ◎

△

□

○

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-32

保育料の見直し

　保育所における保育内容は時代の変遷とともに変化していくもの

である。将来の保育内容に見合った保育料金とするため、保育料金

の見直しを3年ごとに実施する。直近として平成３０年度の改定を目

指す。

こども家庭室 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実施率

（％）

80 100 50 80 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△

□

○

◎

△

□

○ ◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-31

高齢者予防接種の個人負担

金の見直し

　インフルエンザ予防接種個人負担金について、3割程度から５割程

度とする負担金の見直しを行う。また、見直しは3年ごとに行い負担

金改定を検討する。

健康福祉課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実施率

（％）

80 100 100 100 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△

□

○

◎

△

□

○ ◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-30

特定検診の個人負担金の見

直し

　特定検診の個人負担金について1割程度から2割程度とする負担金

の見直しを行う。また、見直しは3年ごとに行い負担金改定を検討す

る。

健康福祉課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度
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№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標 50

平成32年度

100

実施率

（％）

80 100 50 80

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

□

○

◎

△

□

○ ◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-33

放課後児童クラブ負担金の

見直し

　放課後児童クラブにおけるクラブ内容は時代の変遷とともに変化

していくものである。将来のクラブ内容に見合った負担金額とする

ため、負担金額の見直しを3年ごとに実施する。直近として平成29

年度の改定を目指す。

こども家庭室 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実施率

（％）

100 50 80 100

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

◎

△

□

○ ◎

△

□

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-35

下水道料金の適正化

　下水道料金について、合併前からの料金を見直しし料金改定を検

討する。また、３年ごとに料金の見直しをする。

地域整備課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

実施率

（％）

80 100 50 80 100

平成32年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

□

○

◎

△

□

○ ◎

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など

事

4-34

水道料金の適正化

　維持管理費執行の適正化を目的として、施設整備費については、

内部留保資金の活用を図る。また、３年ごとに水道料金の見直しを

する。

地域整備課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

33



№

担当

取組

内容

成果

(活動)

指標

目標

平成32年度

80

○ ◎

△

□

○

実施率

（％）

50 80 100 50

事

4-36

学校給食負担金の見直し

　受益者負担の原則に基づき、負担割合を精査するほか、３年ごと

に負担金の見直しを行う。

学校教育課 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

△：研究・検討段階

□：実施方針決定段階

○：策定、試行段階

◎：施行、実施、稼動段階

△

□

取組項目（関連事務事業） 取組内容／方針／最終目標など
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第 3 次行財政改革大綱実施計画（平成 28 年度～平成 32 年度） 

平成 28 年２月策定 

宝達志水町総務課 

       〒９２９－１４９２ 

       石川県羽咋郡宝達志水町子浦そ 18 番地 1 

       TEL ０７６７－２９－８２１０ 

       FAX ０７６７－２９－４６２３ 

       Ｅ-mail somu@town.hodatsushimizu.lg.jp 

 

 

 


